
▪公共職業訓練等を通じた雇用のセーフティ
ネットの維持
▪デジタル・トランスフォーメーション（Ｄ
Ｘ）やグリーン・トランスフォーメーション
（ＧＸ）に取り組む中小企業等の着実な事業
展開、生産性や技能・技術の向上に必要とな
る人材の確保・育成の支援

▪障害の有無に関係なく、希望や能力、適性
等に応じて活躍できる社会の実現
▪個別性の高い支援を必要とする障害者への
専門的支援の着実な実施、事業主への相談支
援等の強化
▪増大する就労支援ニーズを支える地域の関
係機関の支援力向上

▪高年齢者が年齢に関わりなく個々の
希望に応じて多様な働き方を選択でき
る環境の整備
▪改正高年齢者雇用安定法の施行によ
る70歳までの就業確保措置の努力義務
化に係る事業主の自発的取組の促進

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の中期目標の概要
（令和５年４月～令和10年３月）

国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

次期中期
目標期間
における
主な課題

高年齢者雇用関係業務 障害者雇用関係業務 職業能力開発業務

主な課題
を踏まえ
た対応

▪ 70歳までの就業機会の確保に取り組
む事業主に対する給付金の支給や高年
齢者等の雇用に関する技術的事項につ
いての相談・援助等による支援の充実

▪個別性の高い支援を必要とする障害者に対
する個別の職業リハビリテーション計画に基
づく専門的支援の着実な実施
▪事業主へのオーダーメード型支援の強化
▪雇用・福祉の両分野に横断的な基礎的知識
等を身に付けた地域の就労支援人材の育成

▪地域職業能力開発促進協議会の議論を踏ま
えた職業訓練コースの設定等
・訓練受講後の安定的かつ長期的な就労につ
ながるカリキュラムの開発等
▪ＤＸやＧＸに対応した職業訓練コースの開
発・充実、見直し、職業訓練指導員の技能向
上等

主な評価
指標

▪事業主に対する70歳までの定年引上
げ・継続雇用延長等に係る制度改善提
案件数【31,000件以上】
▪制度改善提案を受けて見直しを進め
た事業主の割合【60％以上】

▪職業準備支援の終了者のうち精神障害者、
発達障害者及び高次脳機能障害者の就職率
（職場適応率含む）【68％以上】
▪ジョブコーチ支援の終了者のうち精神障害
者、発達障害者及び高次脳機能障害者の支援
終了６か月後の職場定着率【85％以上】
▪助言・援助を受けた関係機関に対する追跡
調査における「支援内容・方法の改善に寄与
した」旨の評価の割合【85％以上】

▪離職者訓練修了者の訓練終了後３か月時点
の就職率【82.5％以上】
▪ＤＸ、ＧＸに対応するため、職業訓練カリ
キュラムの見直し・開発等を必要とする職業
訓練コース（離職者、高度技能者養成、在職
者）の受講者数【各対象者ごとに設定】
▪職業訓練指導員の技能向上を図る研修課程
（スキルアップ訓練）の受講者数【25,000人
以上】
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●業務運営におけるシナジーの発揮及び関係機関との連携、利用者
サービスの向上
・各業務におけるノウハウ等を共有・結集し、各支援対象者に共通
する支援技法等を活用する等、引き続きのシナジー効果の発揮、
組織の一体化、活性化を図る

・全国に展開する地方組織等のリソースを最大限活用し、事業主及
び事業主団体等の関係機関及び地方公共団体等との更なる連携強
化、利用者ニーズの的確な把握及びサービス向上に向けた取組の
実施

●内部統制の充実・強化
・関係規程等の適時適切な見直し、会議・研修等を通じた認識共有
・内部統制機能の点検・検証

・法人の長のリーダーシップ発揮による、法人の役割・目標等の組
織内各階層への浸透

●人材の確保・育成、適正な労働条件の確保
・人材確保・育成方針に基づく、中期目標期間の業務に必要な職員
の確保及び専門性の向上
・引き続きの労働関係法令等に基づく適正な職員の労働条件の確保

●中期計画予算の作成・運営
・「業務運営の効率化に関する事項」を踏まえた中期計画予
算の作成及び運営
・障害者雇用納付金制度の制度趣旨を踏まえた適正な積立金
の運用及び管理

●効率的な業務実施体制の確立

・機構本部の業務部門については、個々の希望に応じて多様
な働き方を選択できる環境整備、人への投資の推進等、国
の施策の方向性に対応した業務の充実・強化

・地方組織については、専門的な雇用支援を全国で実施する
ための拠点として、引き続きの効率的・効果的な業務運営
の実施

●業務運営の効率化に伴う経費節減等

・経費節減、適正な給与水準の検証・公表、適正な調達の実
施、保有資産の見直し、効率的な施設の維持管理

●情報システムの整備及び管理

・「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」に基づく
適切な整備及び管理

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の中期目標の概要
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業務運営の効率化に関する事項／財務内容の改善に関する事項／その他業務運営に関する重要事項

業務運営の効率化 その他業務運営に関する重要事項

財務内容の改善


